別紙３

新潟県農業経営相談所に係る事務取扱要領
第１　目的
この要領は、新潟県農業経営相談所（以下「相談所」という。）が農業経営法人化支援総合事業実施要綱（令和３年３月26日付け２経営第2988号。以下「実施要綱」という。）別記２の第４の（２）に定める農業経営者へのサポート活動（以下「サポート活動」という。）を適正かつ円滑に実施するため、新潟県農業経営者総合サポート事業実施要領（令和３年５月27日付け地農第295号。以下「実施要領」という。）に定めるもののほか、事務取扱について必要な事項を定める。
第２　相談窓口の設置
１　相談所の事務局（公益社団法人新潟県農林公社。以下「事務局」という。）は、事務局内に相談窓口を設置し、農業者等（就農希望者を含む。）からの経営相談・就農相談を受け付ける。
２　相談所の次の構成機関・団体は、地域における相談窓口（以下「サテライト窓口」という。）を設置し、農業者等からの経営相談・就農相談を受け付ける。
・一般社団法人新潟県農業会議（以下「農業会議」という。）
・新潟県農業協同組合中央会（以下「ＪＡ中央会」という。）
・新潟県地域振興局農林水産（農業）振興部(以下「振興局」という。）
３　事務局及びサテライト窓口の対応者は、農業者等から経営相談を受けたときは、相談内容を別紙様式第１号により相談カルテに記録するものとする。
また、事務局、農業会議及びＪＡ中央会が相談対応を行った場合は、相談者の地域を所管する振興局と相談内容を共有する。
　４　サテライト窓口は、事務局から求められた場合は、相談カルテを事務局へ提出するものとする。
第３　重点指導農業者の設定
１　サテライト窓口は、将来の地域における中心経営体として育成すべき農業者や、相談のあった農業者等を重点指導農業者に設定しようとするときは、相談内容を整理し、経営分析・診断を行った上で、相談カルテを作成し、別紙様式第２号を添えて速やかに事務局へ提出するものとする。
２　事務局は、１の相談カルテ等を受理したときは、実施要領第３により設置する経営戦略会議において協議の上、重点指導農業者として設定し、当該農業者等及び相談カルテを提出したサテライト窓口へ通知する。
また、事務局は、設定した重点指導農業者の一覧表を作成し、随時更新する。
３　サテライト窓口は、重点指導農業者へ行ったサポート活動について、随時相談カルテに記載する。
４　サテライト窓口は、事務局から求められた場合は、相談カルテを事務局へ提出するものとする。
５　サテライト窓口は、重点指導農業者からの申出等により、年度の途中において重点指導農業者の設定を解除するときは、随時事務局へ申し出るものとし、事務局は設定解除の手続きを行う。
第４　専門家の登録等
１　事務局は、必要に応じて実施要領第６により派遣する専門家を募集するものとする。
２　１に応募しようとする専門家は、別紙様式第３号により登録申請書を作成し、関係書類を添えて事務局へ提出するものとする。
３　事務局は、２の応募等があったときは、別記１に基づいて経営戦略会議において審査の上、サポート活動を行う専門家として専門家名簿に登載する。
４　事務局は、専門家を登録したときは、当該専門家（以下「登録専門家」という。）にその旨を通知するとともに、サテライト窓口へ周知する。
また、事務局は、相談所のホームページへの掲載等により、専門家の登録状況を公表する。
５　事務局は、毎年度の最終月までに、書面により翌年度の専門家登録の継続について登録専門家の意向を確認し、経営戦略会議において協議の上、登録の継続を決定する。
６　登録専門家は、登録内容に変更があったときは、その旨を速やかに事務局に連絡するものとする。
７　事務局は、登録専門家が別記１の３に定める事項のいずれかに違反したことを確認したときは、経営戦略会議において協議の上、即時に登録を解除するものとする。
第５　専門家の派遣
１　登録専門家を派遣する回数は、重点指導農業者ごとに、原則として各年度において５回までとする。
２　登録専門家の派遣先は、原則として申込者の自宅又は事務所とする。
３　登録専門家の派遣に要する謝金及び旅費は、実施要綱別表の規定により事務局が負担し、別記２により支払う。
第６　専門家派遣の手続
　１　重点指導農業者は、登録専門家の派遣を受けようとするときは、別紙様式第４号により派遣申込書を作成し、年度の初回の申込を行うときは別紙様式第５号を添え、派遣を希望する日の３週間前までにサテライト窓口へ提出するものとする。
　２　サテライト窓口は、１の派遣申込書等を受理したときは、その内容を確認し、必要に応じて相談内容等について助言を行った上で、速やかに事務局へ提出する。
　３　事務局は、２の派遣申込書等を受理したときは、経営戦略会議において派遣の要否及び派遣する登録専門家等について協議の上、専門家の派遣を決定する。
４　事務局は、３により派遣を決定したときは、支援内容や派遣日時等の調整を行った上で、派遣する登録専門家へ対応を依頼するとともに、申込を行った重点指導農業者及びサテライト窓口へ派遣を通知する。
５　登録専門家の派遣に当たっては、サテライト窓口をはじめ、支援チームの構成機関・団体の担当者が同席する。
第７　派遣後の報告等
　１　第５の専門家派遣の実施後、登録専門家は、別紙様式第６号により指導記録を作成し、別紙様式第７号を添え、派遣による支援を行った日から10日以内に事務局に報告する。
２　派遣を受けた重点指導農業者は、別紙様式第８号により相談記録を作成し、支援を受けた日から10日以内にサテライト窓口に提出する。
３　サテライト窓口は、２の相談記録の提出を受けたときは、その記載内容(指導の日時及び相談内容等)を確認の上、速やかに事務局へ提出する。
　４　事務局は、重点指導農業者に対し、必要に応じて専門家の派遣を受けて作成した事業計画等について提出を求めることができる。
第８　気象災害等への相談対応等

　　　事務局及びサテライト窓口は、気象災害等により農業経営に影響を受けた農業者等に対する営農継続、営農再開等に向けた相談対応をすべきときは、別記３により支援を行うものとする。

第９　新型コロナウイルス感染症の影響に対する相談対応等

　　　事務局及びサテライト窓口は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により農業経営に影響を受け、又は影響を受ける恐れがある農業者等に対する経営継続等に向けた相談等をすべきときは、別記４により支援を行うものとする。

第10　個人情報等について
派遣支援により知り得た個人情報等については、実施要領第８に基づいて適正に取り扱う。
第11　その他
この要領に定めるもののほか、事務の取扱いに必要な事項は事務局が別に定める。
別記１
専門家の登録規程
１　専門家の資格要件
本事業により派遣する専門家は、次に掲げる全ての要件に該当する者であって、新潟県農業経営相談所（以下「相談所」という。）の専門家名簿に登載された者とする。
（１）本事業の実施に必要な各種の専門的かつ実践的な知識、技術、技能等（ 以下「技能等」という。） を有すること。
（２）専門的分野において、担い手となる農業経営者、雇用就農者及び就農希望者（以下「農業経営者等」という。）への支援実績があること。
（３）県内の全て又は一部の地域において、訪問による支援ができること。
（４）次のいずれかに該当すること。
ア 技能等を活用した実務に10 年以上従事した経験を有する者
イ 技能等に関する公的資格を有し、かつ技能等を活用した実務に５年以上従事した経験を有する者
ウ 技能等に関する指導、教育、研究等に５年以上従事した経験を有する者
エアからウまでに掲げる者と同等以上の技能等及び経験を有すると認められる者
２　登録専門家の職務
登録専門家は、相談所からの支援依頼に基づき、農業経営者等が必要としている技能等について、登録専門家自らが有する技能等を活用し、具体的かつ実践的な支援を行う。
（１）支援の事前調査
登録専門家は、農業経営者等を支援するに当たり、相談内容に基づいた具体的かつ実践的な支援を行うため、事前に当該農業経営者等の経営概要及び支援を希望する相談内容について十分に把握するものとする。
（２）支援内容の報告
登録専門家は、支援の終了後、相談所が定める様式により所定の期日までに、案件ごとに支援内容等を事務局へ報告するものとする。
（３）守秘義務
ア 登録専門家は、支援を通して知り得た支援対象者等の秘密を厳守するものとする。
イ また、相談所の運営、事業等に関して知り得た情報についても、相談所の同意を得ずに第三者へ提供してはならないものとする。
３　専門家の禁止行為
登録専門家は、次に掲げる行為を行ってはならない。
（１）著しく相談所又は本事業の信用を損なうような行為
（２）反社会勢力との付き合い又はその関係が疑われるような行為
（３）農業経営者等に対し、相談所の同意を得ずに行った自らの営業行為
（４）相談所の同意を得ずに行った直接農業経営者等との調整による訪問日及び指導計画等の決定
４　留意事項
（１）指導の事前調整
本事業の円滑な推進を図るため、サテライト窓口又は相談所担当者は、登録専門家が指導上必要とする情報の収集等を十分に行い、相談カルテに相談内容をできるだけ詳細に記入するものとする。
（２）専門家派遣への同行支援
登録専門家が訪問による経営指導を行うときは、原則としてサテライト窓口又は事務局の担当者が同行する。
ただし、業務上やむ得ない事情がある場合には、支援チームの構成員である市町村やＪＡ等の支援機関・団体の担当者が同行し、支援することができる。
（３）受益者負担
登録専門家の技能等の支援を行う際に使用する材料費等の購入、長期継続的な支援が必要な場合の顧問料等は、当該支援を受ける農業経営者等の負担とする。
（４）専門家の謝金及び旅費
登録専門家の派遣に要する謝金及び旅費の支払いは、別記２により行う。
（５）事後支援
事務局及びサテライト窓口は、登録専門家の派遣後、必要に応じて事後支援を行うことにより派遣支援の成果を確認し、当該専門家に事後報告を行うなど連携を図る。
また、必要に応じ、当該専門家又は事後支援に必要な他の登録専門家の派遣を経営戦略会議に提言することにより支援の充実を図る。
別記２
専門家派遣に係る謝金等の支払について
新潟県農業経営相談所が行う専門家派遣に係る謝金等の支払いは、以下のとおり行う。
１　謝金等
（１）謝金
ア　謝金の額は、支援時間に１時間当たり7,900円（消費税及び地方消費税を含む）を乗じた額とする。
また、１時間に満たない支援時間がある場合は、30分単位（15分以上は切上げ、15未満は切捨て）で算定する。
イ　アの支援時間には、移動及び昼食等の時間は含まないものとする。
（２）旅費交通費
ア　別紙様式第７号（専門家派遣報告書兼旅費相当分計算書）による報告内容を確認の上、公益社団法人新潟県農林公社（以下「事務局」という。）の規程に準じて新潟県の職員の旅費に関する条例（昭和30年8月29日付け新潟県条例第58号）により旅費交通費相当額を支給する。
イ　別紙様式第７号の備考欄に記載するとおり、高速道路、駐車場、タクシー及びジェットフォイル等を利用したときは、領収書の原本を添付する。
なお、領収書を紛失した場合は、派遣専門家からの申立書（任意様式）によりその料金が適正であると判断される場合は、相当額を支払う。
ウ　宿泊が伴った場合は、宿泊費として10,900円を支給する。
ただし、やむを得ない事由により当該金額を超える宿泊費が発生した場合は、領収書の原本を添えて宿泊費を請求するものとし、事務局が支払うことが適当と認めた場合は、当該宿泊費を支給する。
２　謝金等の源泉徴収事務
所得税法に従い、事務局から専門家に支払う謝金及び旅費交通費については、源泉徴収する。
３　謝金等の支給日
謝金は各月１日から末日までの１か月分を合算し、指定された銀行口座に遅滞なく振り込むこととする。
ただし、専門家から専門家派遣に係る報告書の提出が遅れた場合等は、この限りではない。
別記３

気象災害等への相談対応等規程

１　相談対応等を行う気象災害等

　　　大雨、強風、雷など「気象現象によって生じる災害(注)」や地震などによる大規
模な災害が発生し、県又は市町村で災害対策本部が設置されるなど、複数の経営体で農業経営の継続等に支障が出ると想定される場合、新潟県農業経営相談所（以下
「相談所」という。）は、２の規定に基づき、被災農業者の営農再開等に向けた支援活動を行うものとする。なお、その決定は、経営戦略会議における協議によるものとする。

２　農業経営相談所の災害対応

相談所は、１で支援活動が必要と判断された場合、下記及び別紙フロー図に基づき対応する。

（１）相談所は、サテライト窓口を通じて被災自治体等と連携し、被災状況に関する　　情報収集や被災農業者への支援制度の周知、専門家派遣要望の確認など、円滑な　　支援対応を行う。

（２）相談所又はサテライト窓口は、相談対応や被災農業者の営農継続、営農再開等　　　に向けた取組に対する助言等の支援を行う。なお、専門家派遣の要請を受けた際、　　　又は専門的な見地からの助言が必要と判断した際は、専門家派遣による支援を斡
　　旋する。

（３）専門家の派遣は、被災農業者が作成した別紙様式第４号を基に、経営戦略会議
で決定することを基本とするが、急を要する場合は、経営戦略会議コーディネー
ター（中小企業診断士）ができるものとする。


別記４

新型コロナウイルス感染症の影響に対する相談対応等規程

１　相談所（サテライト窓口を含む）は、重点指導農業者に限らず、新型コロナウイ
ルス感染症により、農業経営の継続等に支障を来すおそれがあると認められた農業
者に対して、相談対応等の支援を行うものとする。
２　相談所（サテライト窓口を含む）は、１の支援において、専門家派遣の要請を受
けた際、又は感染防止対策、販路回復・開拓、営農再開等に係る専門的な見地から
の助言が必要と判断した際は、専門家派遣による支援を斡旋する。
３　専門家の派遣は、農業者が作成した別紙様式第４号を基に、経営戦略会議で決定
することを基本とするが、急を要する場合は、経営戦略会議コーディネーター（中
小企業診断士）ができるものとする。

（注）気象現象によって生ずる災害(気象庁の「気象災害に関する用語」から)


　　　風害、大雨害、雷害、ひょう害、長雨害、干害、なだれ害、融雪害、着雪害、落雪害、乾燥害、視野不良害、冷害、凍害、霜害、塩風害、寒害、日照不足害　など
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